
　ESG（E：Env i r o nmen t ,  S：Soc i a l ,  G：

Governance）に着目した投資や経営への関心が高ま

る中、企業は自社のビジネスに関連する気候変動対応や

人権などの各ESG課題のリスク・機会の迅速な把握と

対応に迫られている。一部の企業ではESGに関わる社

内外の情報を収集し、可視化する情報管理基盤（本稿で

は「デジタルESG」と呼ぶ）を整備しつつある。この

活用により、企業は客観的なデータに基づく経営判断が

しやすくなるほか、財務的なものさしでの評価が難しい

ESG課題に関しても社内やステークホルダー間での合

意形成が図りやすくなるというメリットが期待できる。

　金融機関でもこのデジタルESGの利用が進んでい

る。主に自社の事業運営（本社機能）を対象とするケー

スと融資先などの顧客の事業を対象としたケースがある

（図表）。

　昨今、動きが著しいのは後者である。活用が広がる背

景には、融資先の金融機関に対する支援要請や、AIや

衛星技術の活用により、幅広い情報収集が可能になって

きたことがある1）。

　金融機関が顧客企業に対し、デジタルESGを提供する

ことで顧客のサステナブルな事業運営への転換を支援す

るケースも増加しつつある。以下、いくつか紹介したい。

　ナットウェスト銀行は、顧客の個別の状況に応じて

脱炭素に向けたアドバイスを提示するアプリ「Carbon 

Planner」を無償で提供している。顧客は、簡単な質問

に回答したり、データを入力したりすることによって、

紙の使用の抑制、オンライン会議への移行の促進、リ

モートワークやEVの利用などの排出量の少ない事業運

営へと転換するためのアドバイスが得られる。

　BBVA銀行では、顧客企業向けに提供している口座情

報の照会に電気、ガス、燃料の支出をもとに排出量を計

測できる機能を付加している。企業は、排出量の推移を

確認できるほか、コストや排出量の削減に役立つアドバ

イスを受けることができる。

　このようなデジタルESGのユーザーとして金融機関

が念頭に置いているのは主に中小企業である。OECD

加盟国内の企業の99％は中小企業であり、少なくとも

排出量の50％を占めるという試算がある2）。中小企業に

よるインパクトは極めて大きいという現実があるにもか

かわらず、多くの中小企業は自社のESG対応、特に喫

緊の課題である脱炭素に向けた対応であっても、取り組

みの必要性への認識や情報・ノウハウが不足しているこ

とが様々な調査によって明らかになっている3）。

　顧客企業のGHG排出量、すなわち銀行における

Scope3であるファイナンスド・エミッションについ

て、主要な金融機関が加盟するネットゼロ移行加速に

向けた国際アライアンスであるGFANZ（Glasgow 

Financial Alliance for Net Zero）は、2050年までに

ネットゼロの達成を求めている。日本においても金融庁

主催の「サステナブルファイナンス有識者会議」での検

討の場において、金融機関の投融資先支援とリスク管理

情報管理基盤としてのデジタルESG

金融機関とデジタルESG

デジタルESGは
顧客企業との対話の架け橋となりうる

一部の企業ではESGに関する情報管理基盤である「デジタルESG」を活用して自社の経営判断に役立ててい
る。また、金融機関でも、顧客の事業を対象領域としたデジタルESGの活用が目立つ。顧客のサステナブルな
事業運営への転換を促す取り組みにデジタルESGは極めて有効である。

顧客のサステナブル経営への転換を
支援する「デジタル E SG」
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のひとつのトピックとして中小企業の支援が取り上げら

れている。

　今後、金融機関に対する顧客企業への支援の要請が強

まるにつれ、金融機関には1社1社に対するきめ細やか

なサポートが求められることが想定される。しかし、金

融機関側のコスト負担、そしてノウハウの構築が大きな

課題となる。そこで役に立つのがデジタルESGである。

　金融機関はデジタルESGを通じて得た情報をもと

に、例えば再生エネルギーの利用、電化の促進など顧客

の事業の状況に見合った実効性のあるアドバイスや金融

サービスを通じて顧客企業の事業の強化や、事業機会の

創出を支援していくことができる。

　また、金融機関、大企業、中小企業の連携もひとつの

アイデアとなるだろう。ケンブリッジ大学サステナビリ

ティリーダーシップ研究所などが2023年1月に公表し

たレポート「Financial innovation for SME net zero 

transition: Role of banks and 

buyers」（中小企業のネットゼロ

移行に向けた金融イノベーショ

ン：銀行とバイヤーの役割）4）に

おいて、金融機関とバイヤーであ

る大企業に期待する役割として、

「中小企業の脱炭素の推進の後押

し」を挙げた上で、実現に向けた

手段のひとつとして、中小企業と

銀行、大企業が共同で排出量デー

タをはじめとしたESG情報を共

有する集中型の情報管理基盤の構

築のアイデアを提示している。

　大企業も金融機関と同様に、近

年取引先に対し脱炭素化や自社のサステナビリティ基準

への対応を求めている。取引先はアンケート回答などの

手段を通じて情報の開示を要求され、この対応が中小企

業にとって大きな負担となっている。

　こうしたケースについても集中型のデジタルESGを

用いることで金融機関、大企業と中小企業間のデータ共

有の手間・コストの課題の解決が期待できるほか、三者

が同じ目線に立ち着実にESGを推進することが期待で

きる。金融機関と融資先の情報共有の次のステップとし

て、デジタルESGを介した企業間の情報連携が有用で

あると考える。
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図表　金融機関におけるデジタルESGの利用例

（出所）野村総合研究所

対象とする領域

ESGリスクの管理
リスク等の管理ツールであるGRC（Governance, Risk and Compliance） は、
近年ESGリスクにも対応するようになっている

マテリアリティ分析
同業他社のESG開示情報やニュースなどをAIにより解析、取り組むべきイシュー
を可視化・優先順位付けする

調達先や融資先のサステナビリティ評価
質問票による評価対象企業とのやりとりに加えインターネット上から収集した
情報の分析結果も加味し評価する

顧客の事業や担保物件に係る気候リスクの管理
衛星データやAI、機械学習により環境データを分析、気候変動や異常気象にとも
なう融資先など影響を予測する

排出量管理
対象事業のGHG（温室効果ガス）排出量に関するデータを収集・算定する

自社の事業運営
（本社機能）

融資先など
顧客の事業

デジタルESGの利用目的及び概要
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